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直　井 優

1，　 問　 題

　今 日 ， 日本社会は 産業化の新 しい 局面に 到達 した とい う認識が ， 人 々 に広 く受容 さ

れ て い る 。 産業化 とは ， 最 も
一

般的に は ， 技術革新 ， お よび 技術の 累積的な発展が ，

社会全 体に及 ぼす影響 の 過程をい うが ， こ こ で い う産業化の 新 しい 局面 とは ， 技術 パ

ラ ダ イ ム の 焦 点が ， 物質 ・エ ネ ル ギ ーか ら ， 情報の制御に 転換 し ， 従来 の 「産業社

会」か ら
，　「脱工業社会」 もし くは 「情報産業社会 ・知識産業社会」 へ と局面 を転換

させ た とい うもの で ある （村上 ，
1984

。 直井，
1984）。

　また 「新 し い 日本人」 とか 「新人類」 の 誕生 とか い わ れて い る よ うに
， 日本人 の 国

民性に 関 して も， 日本社会 と同様に ，新 しい 傾 向がみ られ る よ うに な っ た 。 た とえば ，

1953年 （昭和28年）以 降， 5年毎に 繰 り返 し調査 され て い る統計数理 研究所の 「国民

性調査」 に お い て も， 第 1 回調査以来 ．

一貫して み られた伝統
一

近代 とい う軸 の上 で

物事を 判断す る考 え方が ，
1978年 （昭和53年） の 20〜24歳代で 崩壌 し ，

1983年 （昭和

58年） の 第 7 回調査 で は ，
20歳代 で ほ とん ど崩壊 し ，

こ の 傾向が よ り上の 年齢層に ま

で 波及 して い く傾向が 発見 され て い る 。 林知己夫に よれば， 「お そ ら く明 治の 近代化

志 向以来持ち続けて きた 考え方が 消滅 し ， 近代化 され た 社会に お ける新 し い 日本人の

誕 生」 （林 ，
1986， 9頁） とな る の で ある （林 ・ 鈴木， 1986）。

　林知己 夫は ， こ うした 日本人の 国民性 ， ひ い て は 日本社会の 転換期を ， 1970年代後

半 と考 え て い る が ，
1978年時の 20〜 24歳代に ， そ の 傾向が は じ め て 発見 され た こ と

は ， その 5 年前の 1973年頃か ら生 じは じめ て い た と判断す る方が， よ り合理的で あろ

う。 した が っ て ， す で に 1970年代初頭に ， 日本社会は ， 大 きな転換 期を迎 え て お り，

そ れ が進行す る こ と に よ っ て ，
1978年 時に ， は じめ て 発見 され ，

1983年時に ， よ り強

固な傾向 とな っ た ， とい え よ う。

　本稿の 主題で ある 日本の 階層構造 と教育に つ い て考 え る場合に も， こ うした 1970年

大　阪 　大 　学

一 24 一

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

現代 日本の 階層構造 の 変化 と教育

代初頭の 目本社会の 大きな転換期を無視す る こ とは で きない 。 日本の 階層構造に つ い

て は ， 「社会階層 と社会移動全国調査」 （以下 ，
SSM 調査と略称する）が ，

1955年

（昭和30年）以降，
10年毎に ， 繰 り返 し調査を実施 して きた 。 そ の ため ，

1955年 ，
1965

年，
1975年と第 1回 調査か ら第 3 回 調査 まで の デ ー

タ を使用 して ， 多数の 趨 勢分析も

行わ れ て きた （富永 ，
1979

。 今田 ， 1979。 小島 ・浜名 ， 1984。 富永 ・友枝 ， 1986。 佐

藤 ，　1986）o

　 と こ ろ が ，
1955年か ら1965年の 間に ，

1960年 （昭和35年）か らの 高度経済成長に よ

る 日本社会 の 大規模な構造転換が生 じ ， そ の 結果が ， 階層構造の 変動に も明白に 現れ

て い る こ とは ， 多 くの 論者に よ っ て 指摘された が
，
1970年初頭の 日本社会の 転換期に

つ い て は ， 筆者 も含め て
， 見過ご されて しま っ た よ うで ある 。 と くに 1975年調査 デ ー

タ を含む趨勢分析 の なか に は ， その 転換期をは っ き りと示す証拠が示 され て い る もの

もあ るか らで ある 。

　 何故 ， わ れわ れ は ，
1970年初蜘 こ は じま っ た 日本社会の 転換期を見過 ご して し ま っ

た の で あろ うか 。 お そ らくそれは 調査時点が 1975年 で あ っ た こ と， お よび，産業化が

直線的に 進行する とす る誤 っ た社会変動理 論 の 上 に ， 社会変動の 趨 勢分析が持 つ 方法

論上 の 陥没に 陥 っ た こ とに よ る と思わ れ る 。

　 まず第
一

に ， 第 3 回 口の SSM 調査が ，
1975年に 実施 され たた め ，

こ の 時点が あた

か も産業化の 第二 局面 ， すなわ ち第二 次産業主導に よ る発展 の 到達点 とみ な され た こ

とで ある （富永，
1979）。 しか し

， 後に 分析す る よ うに
， 日本社会は 1975年以前に ，

産業化の 第三 局面 に 既に 入 っ て い た の で ある 。 日本社会の 転換期 は ， 1975年以前に は

じま っ て い る。

　 第二 に ，
こ こ で誤 っ た社会変動の 理 論 とは ， 富永健一一

〇C よ る有名な r社 会変動 の理

論』 （1965年）に おける第四命題 ， すなわ ち 「産業化は ， 人 員配分の 開放性 と流動性

の 増大を と もな う。 」 （278頁， ル ビ著者）とい っ た ，
い わゆ る趨勢命題を い う （産業

化 と社会階層に 関す る よ り詳細な趨勢命題に つ い て て ， ト ラ イ マ ン （1970）を参照 さ

れ た い ）。
こ うした 趨勢命題は

， 説 明の 論理 を含 ま ない た め ， 理 論 とは い えな い こ とは

明 らか で ある 。 それ は ，
こ うし た結果が生 じるた め に 必要な諸条件が特定化 され て お

らず ， か つ 普 遍的な 法則 命題を含ん で い ない か らで ある （直井 ，
1981

。 盛山 ，
1986）。

　 第三 は ， 前述 した 趨勢命題の 上に た っ て
， 調査 デ ータ の 解析を行 っ た た め ， 分析の

結果の 解釈を誤 っ た よ うに 思わ れ る 。 富永 自身 ， 三 時点の SSM 調 査デ ータ の 趨勢分

析を した結果 ，　 「全体 として の 世代間社会移動率は ， 粗 移動率 ・強制移動率 ・純粋移

動率の い ずれ に お い て も， こ の 20年間
一

貫 し て増大 し つ づ けて きた」， 「なか んず く純

粋移動率は 機会均等の 指標 とな る もの で あ り， これ が 20年間を つ うじて 着実 に 高 ま っ

て きて い る こ とは
， 高度産業化に よる構造変動効果が機 会の 平等化 を推進す る方 向に

作用 し て い る事実を示 す もの とし て ， 日本社会の 健全 さの 証拠を示す と受け と っ て よ

い で あろ う。 」 （富永 ， 1979， 83頁） と述べ て い る 。
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　また 今田高俊は ， 学歴達成の 世代間移動表 の分析を した結果 ，　「三 時点に おい て い

ずれ も高い 上昇移動率が示 されて お り， か つ 全体の粗移動率に 占め る上昇移動率の 割

合 も増加 して い る こ とか ら， 高学歴化の 傾向が裏づ け られ た 」 こ と，
お よ び 「しか

し ， 学歴達成 の 機会構造をあ らわ す開放性係数は ，
1955年か ら65年に か けて 上 昇して

い る が ，
65年か ら75年に か けて 若千 の 低下がみ られた 。 だ が，

……
，
75年に おけ る上

昇移動の 開放 性 は 65年の それ よ り低下 して い る もの の ， 依然 とし て 1 よ り大 き く完全

移動に お い て 期待 され る以上 の 開放性が 保た れ てい る こ とが 明 らか に な っ た 。」（前掲

書 ，
126頁） と指摘 し て い る 。 今田の 論述は ， 注意深 くな され て い るが，結果 とし て

は ， 前述 した 趨勢命題 に 依存 してい る とい え よ う。

　わ れわ れは ，現在 ， 第回 目の SSM 調査を 終了 し ，
1985年時 点の デ ータ を持 っ て い

る
（1）

。 そ こで ， 第 1回か ら第 4 回 まで の 4 時点の デ ータを使用 し，富永の 世代問社会

移動に 関する命題 ， な らびに 今田 の 学歴 達成の 移動表分析に よる命題を ， 再検証する

こ とが可能 とな っ た 。
こ の よ うに

， 本稿の 目的は
， 富永 ・今田 の 命題を再検証 し つ

つ
， 日本社会の 転換期がい つ 頃生 じた か を ， 明 らか に する こ とに ある 。

2．　 安田 指数 とそ の 代替指数

　富永な らび に 今田の 分析は ，
い ずれ も安田三 郎の 開発した指数 （安田指数 ， も し く

は y 係数 とよばれ る）を 中心 に 進め られ て い る。

　安田 （1964，
1971）に よ っ て提案された 「開放性係数」は ，

ベ ニ ー 二 の ア イデ ア を

踏襲 した もの とは い え ， 社会移動に 関す る指標 として ， もっ と も知 られ ， また 使用 さ

れ て い る （富永 ， 1979。 富永 ・直井 ， 1974〜75。
フ ェ ザ ー マ ン ＝ ハ ウザ

ー
，

1978
。 ジ

ャ
ニ カ ， 1978）。 ま た 国際比較に もし ば し ば用い られて い る （安田 ，

1971
。

フ ェ ザ ー

v ン 他 ，
1975

。
ジ ョ

ー
ン ズ

，
1985）。 したが っ て

， 富永な らび に 今 田が， 安 田指数 も

し くは y 係数を用い た こ とは ， 当然な こ とと思われる 。

　 しか し
， 最近に な っ て ソ ベ ル （1983）は ， 社会移動の 従来の 考え方を批判 し，安 田

指数を使用し ない よ うに すべ きだ ， とい う批判を提出 した 。 彼 の議論 の 中心 は ， 安 田

指数に ， 「非類似指数」 の応用に もとつ く純粋移動の 考えが含 まれ て い る とい う点に

あ る。 そ こ で ソ ベ ル は ，

ハ ウザ ー ら （1975，
1978）の よ うに

， 安田の 開放性 係数 よ り

は む しろ ， 対数線形 モ デ ル を用い て 分析した結果の ほ うが優れて い る， と主張 して い

る
 

。

　 こ れ らの 議論は ， た ん に 指数の 優劣を問 うて い るだけで な く， 産業化 と社会移動 と

の 関連に つ い て ， 新た な命題を提 出し た こ とに ， 大きな意義を もっ て い る 。 そ れは ，

対数線形 モ デ ル を用い た 1962年 と 1973年の ア メ リ カの OCG 調査 デ ータ の 分析で は ，

世代間移動 の機会は 実質的に
一

定で あ り， 観察 され る移動率 の 変化は ， 職業上 の 出身

階層 と到達階層 の配分の 変化に 由来す る （フ ェ ザ ー マ ン ＝ ハ ウザ ー
，

1978
，

208頁）

こ とが 確証 され た とい う。 日本で は ， 1955年か ら1975年 の三 時点，

’
デ ータ に 関 して ，
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同種の 分析を行 っ た 結果 ， 移動率は 三 時点を通 じて 上 昇す る趨i勢に あるが
， 移動の パ

タ
ー

ン は 産業化の レ ベ ル に よ っ て 変化しない （小島 ・濱名，
1984

。 徳安 ，
1986）とい

う結論を得て い る 。

　 しか し ， 社会移動の 趨勢分析に おい て
， 安 田指数 よ りも， ロ グ リ ニ ア ・モ デ ル の ほ

うが 優れ て い る とは ， か な らず し も論証 され えな い 。 した が っ て ， わ れ わ れは ，安田

指数の 基 本的な論理 を生か し つ つ
， その指数が有する 弱点を修正 する方向で

， 代 替的

な 指数を提案した （ク ラ ウゼ ＝ ス ロ ム チ ン ス キ ー
，
1986a，　b， 直井 ＝ ス ロ ム チ ン ス キ

ー
，　1986）。

　安 田指数 の 特徴を言語的に 表現すれ ば ， 「純粋な事実移動の 量 の ， 純粋 な完全移動

に 対す る比 率」 と定義 され うる 。 安 田指数の 弱点は ，　「純粋移動 二 全体移動一強制移

動」 とい う仮定の 上に
， 純粋移動を定義して い る点に ある 。 その 理 由は ， 次 の 通 りで

あ る 。 まず第一
に ， 各階層の 純粋移動は ， それぞれ の 事実移動 よ りも小 さ く， か つ 非

負で なけれ ぽな らない こ と， お よび 第二 に ， 全体 の純粋移動量 は ， 各階層の 純粋移動

の 総計に 等 し くなけれ ばな らない こ と， とい うご く当然の 仮定をた て て ， 安 田指数を

み る と，安 田指数で は ， 全 体の 純粋移動量 は ， 各階層で 父 と子 の 階層の うち い ずれか

小 さい 階層か ら非移 動量 を差 し引い た 量 の 総計で あ り，
こ れは ， 前述した 第二 の 仮定

とか な らず し も
一

致 しな い 。 こ れが
一

致す るた め に は
， 父 と子の 階層の 周辺分布が ，

同
一

で なければな らない が ，
こ れは ほ とん ど とい

っ て 事実に 反す る 。 次に安 田指数 で

は ， 父 と子の 各階層の 純粋移動量は 等し くなけ ればな らない が ，
これ もまた しぽ しば

事実に 反 し ， 第二 の 仮定 と矛盾する 。 以上の 理由か ら， 安 田指数は純粋移動の測 定に

失敗 し て い る とい わ ざ るを得な い
。

　そ こで ，われわれは，全体の 純粋移動量 は，（1）各階層 の 純粋移動は 事実移動 よ りも

大 き くな く， か つ 非負で ある こ と
，

お よび（2）父 と子 の 階層の 周辺分布が 一致 して い る

こ と， とい う二 つ の 制約条件の 下で
， 純粋移動量を 最大化す る こ とに よ っ て 求め る こ

とを考える 。
これは ， 線形計颪法の 考え方と同 じで ある 。 これに よ っ て ， わ れ わ れ

は ， 各階層 ご との 純粋移動の 量 と全体の 純粋移動の 量を得 る 。 後は ， 安 田指数 とま っ

た く同様に ， 「純粋な事実移動」 の 量の 「純粋な完全移動」 の 量に 対する 比率を とる

こ とに よ っ て ， 「開放性係数」 を得 る こ とが で きる 。 こ の 指数は ， た ん に 純粋移動の

量を測定す る方法を改善 した もの に す ぎない の で
，

「修正安田指数」， もし くは rY＊

係数」 とよぶ の が ふ さわ し い だ ろ う。
Y ＊

係数は ， 純粋移動が ま っ た くない 場合は 0

に な るが ， そ の 最大値は ， Y 係数 と同様に 1 を超え る 。

　強制移動 も し くは 構造移動の 量 も ， 純粋移動 と同様に 線形 計画 法の 考え方 を適用 し

て 求め る こ とが で きる 。 第
一

に ， 各階層 の 強制移動は ， 事実移動 よ り大 き くな く， か

つ 非負で あ る こ と ， お よび第二 に
， 父 と子の 各階層で ，強制移動の 差は ， 事実移動の

差に 等 しい
， とい う制約条件 の 下 で

， 全 体の 強制移動 の 量 を 最小に す る よ うな各階層

の 強制移動の 量 を求め る 。
こ れに よ っ て ， 「純粋移動 二 全体移動一強制移動」 とい う
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等式は ， もはや成立 しない 。

3．　 階 層構造 の 変 化

　そ れ で は ，
こ の 30年間に 日本社会の 階層構造は ， どの よ うに 変化 して きた で あろ う

か 。 こ こ で は ， 社会移動 とい う次元か ら分析する こ とに した い 。 それは ， 社会移動が

階層構造 の 開放性 と流動性を 明 らか に す るだけ では な く， 社 会階層の 過程を も分析す

る こ と を 可能に す るか らで ある 。 分析に お い て は ， 安 田指数 （Y 係数） と修正安 田指

数 （y
＊

係数）の 両方を用 い
， 結果 を比較し つ つ 考察す る こ とに し よ う。

　 日本祉会の 階層構造の 中心 的な次元 と し て ， 人 々 の 現在 の 職業を と り， それ らを 1．

専門的職業，2．管理 的職業 ， 3．事務約職業， 4．販 売的職業 ， 5．熟練的職業，6，半熟練

的職業，7．非熟練的職業，8．農林的職業， とい う八 つ の 職業 カ テ ゴ リー
に 分類 （SSM

職業分類 と よ ばれ て い る）した 。 デ ータ は ，
い ずれ も SSM 調査 デ ータ で ある 。 標本

は ，
20歳か ら69歳 まで の 有職男子で あ る 。

　分析の 結果は ， 表 1に 表示 され て い る
（3）

。

　 Y ／Y
『
＊

は ，
y 係数の Y ＊

係数に 対す る比率で あ り，
1．0で 等 し く1．0以 上 で あれ ば過

大推定， 1，0 以下 で あれぽ過小推定 の 可能性が ある こ とを示 し て い る 。 全体 の36個 の

係数の うち ，
y 係 数 と Y ＊

係数の 等しい もの は ，
13個あ るが ，

　 y 係数が Y ＊

係数 よ り

大 ぎい もの が 17個 もあ り，
Y 係数が Y ＊

係数よ り小 さい もの は 6 個にす ぎな い
。 した

が っ て ，
Y 係数は Y ＊

係数に ，か な り近似 して い る もの の ， 全体 として は若干過大推

定 の 傾向が ある とい え よ う。

表 1 安 田指数 と修正安 田 指数

門

理

務

売

練

練

練

業

業

　

　

　

　

　

熱

熟

　

職

専

管

事

販

熟

半

非

農

全

L

凱

 

4

臥

色

乳

a

℃

1955年

Y
係数

0．6100

．7500

．8180

．7160

．6910
．6810

．7500

．3300

．585

Y ＊

係 数

0，6410

，7500

．8180

．6480

，4950

．6810

．7500

，3300

，541

1965年

　　 7YIY
＊

　　 「係数

O．　951

．001

．　001

．101

．401

．　001

．001

，001

．08

0，6760

，8090

，8110

．7040

．7460

．8150

．8790

，2310

．660

Y ＊

係数

0．6760

．8500

．8110

．4390

．　6450

．8151

．0000

．2410

，591

Y ！Y ＊

1．000

．951

．001

．601

．161
．000

．880

．961

．12

1975年

Y
係数

0，6880

，7940

，8590

，7960

，7570

．9000

．9380

，2330

．713

燕睡
O．6880

．7810

．8590

．6020

．7440

．9001

．　0000

．2330

．　673

1．　001

．021

．001

．321

．021
、000

．　941

．001

．06

1985年

Y 　　Y ＊

係数 係 数

0．6940，694

0．8200 ，882

0．7780．776

0，7400

．7480

，7830

．8980

．1780

．792

0．4890

．6410
．6540

．7690

．1760

．633

YIY ＊

1．000

．931

．001

．511

．171

．　201

．171

．011

．25

（出所）1955
，

1965
，

1975
，

1985SSM 調査 。 た だ しす べ て 総計が 1
，
000 人に な る よ

　　　 うに 標準 化 して あ る 。 こ の た め既存 の 分析結果 とは ， 数値が 若干 異 な っ て い

　　　 る の で 注意 され た い 。 注  を参照 。
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　こ の 表で と くに 注 目すべ き もの は ， 職業全体 に 関す る係数で あ る （表最下 欄参照）。

y 係数で み る と， 1955年 （0．585）， 65年 （0，660），
75年 （0，713），

85年 （0．792） と
一

貫 して 高 くな っ て い る こ とで あ る 。 した が っ て Y 係数で み る限 り， 富永の 指摘した

趨勢命題は
， 妥当 して い る とい え る 。 しか し ，

Y ＊
係数 で み る と ，

55年 （0．541）， 65

年 （0．591），
75年 （0．673）とこ の 20年間は 上昇 して い るが ，

85年 で は ， 0．633と75年
よ りも低下 して い るの で ある 。

Y ＊
係数が Y 係数 よ り妥当性が 高い とい え るな らば ，

75年か ら85年の 間 に
， 日本社会の 開放性が低下 し ， 不 平等が増大 して い る こ とに な る

だ ろ う。

　そ こ で 個 々 の 職業に つ い て考察 し，如何な る職業が
，

こ うした Y 係数の 一貫 した 上

昇 と y ＊
係数の こ の 10年間 で の 低下 を もた らしたか を検討す る こ とに しよ う。

　（1） y 係数 で あれ y ＊
係数で あれ ，

こ の 30年間に 一貫して 上 昇 した の は 「専門的職

業」の み で あ る 。 しか し ， そ の 開放性 は ， す べ て 0，6 台で あ っ て
， か な らず し も高い

とは し・ えな い 。

　（2） 55年か ら75年まで の 20年 間に Y 係数と Y ＊
係数の 両 方で

一
貫 して上昇 した職 業

は ，　「熟練的職業」， 「半熟練的職業」，「非熟練的職業」 とい う三 つ の マ ニ
ュ ア ル 職業

で ある 。 こ れ は 明 らか に モ ノ の 生 産を 中心 と した 高度産業化の 帰結 とい えよ う。 と く

に 65年 と75年に は
，　「半熟練的職業」 と 「非熟練的職業」 の 開放性係数は

， 完全純粋

移動に きわ め て 近 い 状況 に あ っ た 。 しか し，
こ れ らの マ ニ

ュ ア ル 職業 も，
85年に は ，

Y 係数で あれ y
’
＊
係数で あれ開放性が低下 して お り， と くに y ＊

係数に おい て
， そ の

傾 向が著 し い
。 た だ し マ ニ

ェ ア ル 職業の なか で
， 非熟練的職業 ， 半熟練的 職業 ， 熟練

的職業の 順序で
，
Y 係数 と y ＊

係数の 両方 で ， 開放性が低 くな っ て い る こ とは ， 当然

な こ とで は あ るが ，
二 つ の 係数の 妥当性を示す

一
つ の 証拠 とい え よ う。

　（3） こ れに 対 して ， 管理 的職業 ， 事務的職業 ， 販売的職業 とい っ た ノ ン マ ニ
ュ ア ル

の 職業で は ，

一
貫 した傾 向を見 出す こ とがむずか し い 。 管理 的職業は ， か な り高い 開

放性を示 して い るが， こ の 30年間 に 上 昇 （55年〜65年）， 下降 （65年〜 75年）， 再 び上

昇 （75年〜85年） とい っ た パ タ
ー

ン を ，
y 係数で も Y ＊

係数で も示 して い る 。 と くに

85年の Y ＊

係数 で は ， 最 も高い 数値を示 し て い る 。

　事務的職業 も，
か な り開放性だ 高い が ， 若干 の 低 下 （55年 〜 65年）， 上昇 （65年〜

75年）， そ して 再び 低下 （75年 〜 85年）とい うパ タ ー ン で あ る 。 こ の 職 業の 開放性 で

は ，
Y 係数 と y ＊

係数が ， きわ め て近似 して い る とこ ろ が特徴的で ある 。

　販売的職業は ， 上 述 し た管理 的職業や 事務的職業 と比 較 す れ ば ， 開放性は 若干 低

く， と くに Y ＊

係数で み る と ， 「農林的職業」に 次い で 低い
。 た だ し こ の 30年間 の 趨

勢 をみ る と ，
Y 係数 で あれ Y ＊

係 数で あれ ， 低 下 （55年 〜 65年），上 昇 （65年〜 75年），

そして 再び低下 （75年〜 85年） とい っ た パ タ ー
ン で ある 。

　（4） 「農林的職業」 は ， 開放性が 最 も低 く，若干 の ゆれ が あるが ， ま ずは こ の 30年

間に ます ます開放性が 低 くな っ て い る とい え よ う。
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　以上 の 考察か らみ るか ぎ り， 全体の職業階層の 開放性は ，
1975年か ら85年に か けて

低下 して お り， Y 係数の 値が示 す よ うに
， 開放性が 高ま っ た と主張 し うる根拠は 見 出

しがた い 。 これは ， 前節で 述べ た よ うに
， 純粋動移量 の 過大推定に もとつ くもの で あ

る と思 われ る 。 した が っ て ，産業化 は ， 開放性 の増大を ， 伴 うとす る単純な趨 勢命題

は 成立 せ ず ， 「産業化の ある局面 まで は，開放性 の 上昇を伴 うが ，その 後は 低下する

こ とがある」 とい うの で正 し い よ うに 思わ れ る 。
こ の 意味で

，
y 係数よ りは ，

　 y ＊
係

数の ほ うが ，
よ り正 し い 開放性係数 で あ る とい い うるだ ろ う。 結果的に は ， 強制移動

を測定する 「非類似指数」 が ， 純粋移動量を規定 し て し ま い
， その た め 開放性係数

を ， 著 し く増大 させ て い るの で あ る 。

4． 世代間の 学歴移動 の変 化

　教育 シ ス テ ム は ， 階層構造 との 関連か らみれば ， ある世代か ら次の世代へ の社会的

不平等を再生産する機能を果た して い る （ボー
ル ズ ＝ ジ ン タ ス

，
1976）。

こ の よ うな

観点か らは ， 世 代間の学歴 移動は ， 社 会的不 平等 の 再 生産を 測定する も っ と も直接的

な指 標 として み る こ とが で きる 。
こ こ で は ， 次の 二 つ の 問題に 焦点 を あ て て 考察す る

こ とに した い
。

　第 1点は ， 学歴移動の 量 とその 構造的に 決定され た構成要素の 比 率で ある 。 構造的

構成要素とは ， 出身と達成 した教育の 配分間に ある もと もとの 距離を保持 し よ うとす

る全体移動の 部分をい う。

　第 2 点は ， 世代間で の 教育の 量に 関す る問題で あ り， 世代間の 学歴移動 の どれだけ

が強制 （もし くは構造）移動に 由来 し ， また どれだ けが 純粋移動に 由来す るか ， とい

うこ とで あ る 。

　本分析に お い て
， 学歴移動の マ トリ ッ ク ス を ， 前節 で 検討 した 職業移動 の マ ト リ ヅ

ク ス と同 じ よ うに 分析す る 。 職業移動 と教育移動の 間 に は
， 多 くの 類似性 が み ら れ

る 。 た とえば
， 父 と子の 間の 教育移動 マ ト リ ヅ ク ス は ， 教 育上 の 出身背景か ら教育達

成 へ の 移動に よ っ て の み 説明され うる 。
こ の よ うに

， 学歴の 世代聞移動は，子 の 世代

の 教育達成を ， 実際に は 世代を構成して い ない 彼 らの 父の 教育達成 と比較 す る た め

に ， 特別に 技術的な 意味を もっ て い る 。

　世 代間学歴移動は ， 世代間職業移動 と同様に ， 子 自身の 最終学歴 と彼 らの 親の 最終

学歴 との ク ロ ス 表に よ っ て分析 され る。 1955年 ， 1965年 ， お よび 1975年 の世代間移動

表は ，
SSM 調査 デー

タか ら既に 今田 （1979）の 先駆 的 な論文 の 中に 報告 されて い る 。

こ れ らの 調査 デ ータに ， 1985年の 結果を含め て ， 4 時点 ，
30年間に おけ る 日本の 世代

間学歴 移動 の 推 移をみ る こ とが で きる 。 出身学歴 と到達学歴 の い ずれ も， 今 田論文の

分類 に 従い
， 次の 四つ に 分類 した 。 す な わ ち ， （1）小学校 （学歴 な し ・旧制尋 常小学

校）， （2）中学校 （旧制高等小学校
・新制中学校）， （3）高等学校 （旧制中学 ・新制高校），

（4）大学 （旧 制高校 ・高専 ， 瓢制短大 ・高専お よび新 旧の 大学 ・大学院）で ある 。 分析
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に は ， 各時点の 標本を ， 1，　000入に 標準化 した 。

　今田 は ， こ の 4× 4 の 世代間移 動表を分析 して ， まず糧移動率が ，
1955年の 0．618か

ら1965年の 0，702へ
， そ し て 1975年の O．　708 へ とよ り流動的に な っ て い る こ とを明 らか

に し
， さ らに

， 安田指数 （Y 係数）を用 い て
，

こ の 粗移動率を ， 構造移動率 と純粋移

勳率 とに 分解 し て い る （今田 ， 前掲論文 ， 96頁以下 ， 表 3，3参照）。 彼 は， 安 田指数 と

同様に ， 構造移動 と純粋移 動を ， 全体移動 （こ こ で は 粗移動率と表現 し て い る 。）に

包含 させ
， 他の 構成要素を排除 して い る 。 すなわ ち ， 全体 （粗）移動率 ＝ 構造移動率

十 純粋移動率 とい う等式が仮定 され て い る 。

　しか し ， 本稿の 第二 節で 説明 した よ うに ， 安田指数 の 構造移動率 も， 非類似指数を

用 い て い るた め
， 正 しい 測 定を し て い ない の で ある 。 すで に 述べ た よ うに ， 構造移動

とは ， 出身階層の 分布と到達階層の 分布の 差を含む全体 （粗）移動の 一
部で あ っ て ，

そ の 差に よ っ て 強制 され るか ， も し くは 必要 とされ る 移動に 限定 され るの で あ る。 純

粋移動率に つ い て も， 安田指数は ， 正確な測定で は ない
。

　そ こ で 第 2 節で 説明 した 修正 安田指数を用い て計算 し直す と表 2 の よ うに な る 。 表

で は ， 今田 に よ っ て 計算され た安 田指数に よ る結果を ， 比較の た め に含 め た 。 安田指

数に よ る結果 と修 正安 田指数 の結果を比較 して み る と ， 全体 （粗）移動率が 同 じで あ

る こ とは 指摘す る まで もない が ， 安 田指数の ほ うが構造移動率 で過 小推i定 されて い る

だ け，純粋移 動率が過大に 推定 され て い る。 全体 （粗）移動率は ，
こ の 4 時点 ， 30年

間に
一

貫 して増加 して い る 。 安田 指数で み るか ぎ り， 構造移動率は
，
1955〜 65年 の 間

に 若干増大 した が ， 65〜 75年，
75〜 85年 の 間で は

， ほ とん ど変化がみ られ ない
。 した

表 2 世代間学歴移 動の 構造移動 と純粋移動 ： 1955〜 1985

全 体 移 動 と

その 構成要素

全体（粗）移動率（％）

構 造 移 動 率（％）

糸屯　粋　移　動　率 （％）

開　放　性　係　数

小

中

高

大

全

　

　

学

学

学

　

　

等

校

校

校

学

体

1955年

安 田

指数

　61，8

　42，9

　18，9y

係数

O，1670

．8860

，8210

，3680

．631i

修正安
田指数

　 61．8

　 53．7

　 　8．1

y ＊
係 数

0．1710

．2220

．5190

，3610

，279

1965年 1975年

翻 1奮綴 翻
　70，2　　　70．2

　45，3　　　59．7

　24，9　　　10．5

Y 係数 Y ＊

係数

O．289　　0．286

1，055　　0．270

0，746　　0．594

0，446　　0，461

・・7871 ・・385

　 70，9

　42，4

　28，5y

係数

0．1480

，9750

，8470

，4110

．7701

修正 安
田指数

　 70．9

　 60．9

　 ユ0．O

y ＊
係数

　0．161

　0．2260

．4780

．　3970
，329

1985年

安田

指数

　74．1

　42，4

　31．7Y

係数

0，0911

，0190

．　9380

．　3950

．824

修正安
田指数

　 74．1

　 64．1

　 10．O

Y ＊

係数

0，0480

．2370

．4340

．3950

．333

（注）1955年〜 1975年の 安田 指数 とY 係数は ， 今田 （1979）tC　3、3 よ り転載 ， 1985年
　　 の み計算 した 。 修正安田指数 と y ＊

係数は ， すべ て 標本数 1
，
000 に 慓準化 して

　　 ある 。
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が っ て
， 純粋移動率は

，
1955年の 19パ ーセ ン トか ら85年 の 32パ ーセ ン トまで ， 30年間

一
貫 して 上 昇 して い る。

　と こ ろが修正安 田指数で み る と， 今田 の 推定 とは 異な り， 全体 （粗）移動率の なか

で 構造移動率が 占め る割合が増大する 傾向が あ り， 高学歴化 し て い る こ とが 明瞭に読

み とれ る。 それ に 対 して ， 純粋移動率は 10％内外で
，

こ の 30年 間に あま り変化 して い

な い の で あ る 。 こ の 点 は
， 安田指数に よる結果 と ， 著 しく異な っ て い る 。

　両者 の 指数の 差は ， 開放性係数に お い て も著 し い
。 全体 と して み た場合に も ，

Y 係

数 で は ， 1955年 の O．　63か ら85年 の 0．82まで
，

か な り高い数値 を 示 して お り ， 開放性が

上昇 し て い る こ とを示 し て い る 。 しか し ，
Y ＊

係数で み る と ，
の こ 30年間に

，
  ，2か ら

0．3 台の あた りを低 迷 して お り， 決し て 開放的で あ る とは い えな い 。 大学の 学歴に お

い て は
，
Y 係数 と y ＊

係数は
， 比較的近似した 変動を示 し て い る が ，

1955年か ら65年

に か け て 開放性が 高ま っ た もの の ， その低 下 した ま ま に な っ
て い る。 高等学校の 開放

性 も，
Y ＊

係数で み れば 1955年か ら65年 に か けて 上 昇 して い るが
， そ の 後は 低下 し て

い る こ とがわ か る。 た だ し Y 係数 でみ れ ば ， 著 し く開放性が高い か の よ うに み え る 。

中学校で は ，65年 と85年の Y 係数が 1 を超過 してい る 。 した が っ て y ＊
係数で み る限

り， 教育の 開放性は
，
1955年か ら65年に か け て上 昇した もの の

，
1975年セこは低下 し，

85年に 至 るまで 回復す る見込み が み られ ない
， とい え よ う。

　 こ の Y ＊
係数に よ る説明に 比較 して ， y 係数に よる説 明は ， 今田 自身が素直に 認め

て い る よ うに ， 体系的な説明を困難に す る もの で あ る 。 これか らも ， YOS数 の 欠 陥が

表れ て い る こ とが知 られ よ う。

5．　 メ リ トクラ シーの 社会か

　高度に 発達 した 産業社会は ，
メ リ ト ク ラ シ ーの 原理 が優位 す る社会だ とい われ ， ま

た 「脱工 業社会」 は ， 論理 的に メ リ トク ラ シ ー
で あ る とい わ れ て い る （Bell， 1972

，

1973）。 日本は と くに メ リ ト ク ラ シ ーの 社会に 近似 して い る と も主張 され て い る （た

とえば ，
ドーア

，
1975

，
1976）。 す くな くと も， ア メ リカ よ りも日本 の 方が ，

メ リ ト

ク ラ シ ーとい う表現が しば しばな され て い る 。

　こ こ で は ， 学校教育が差別的な報酬を配分する基準とし て 用い られ る ， とい う意味

で
，

「教育 メ リ トクラ シ
ー

」に 焦点を あて て分析す る こ とに した い
。 目本で は ，

一般

に 「学歴 主義 」 として 言い 表 されて い る もの で あ る （橋爪 ，
1976

。 潮木 ，
1978）。 ま

た これ は ， 「degree−ocracy 」 と もよぼ れ て い る。

　 こ れ らの 意味で の人 々 の メ リ ト ク ラ テ イ ッ ク な配分 の 状態を分析する モ デ ル は ， す

で に ア ン ダ ー ソ ン （Anderson，1961），お よび ブ ー ド ン （Boudon ，
1974）） らに よ っ て

提 出され て い るが ，
こ こ で は ， ク ラ ウ ゼ ＝ ス ロ ム チ ン ス キ ー （Krauze ＝ Slomczynski

，

1985）に よ っ て 展開された モ デ ル を ， 適用す る こ とに した い 。

　 こ の ク ラ ウ ゼ ＝ ス ロ ム チ ン ス キ ーの モ デ ル （以下 ，
KS モ デ ル と略称す る）は ， ま
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ず教 育の レ ベ ル を m 個，職業的地位 の レ ベ ル を n 個に 分類する 。
8 ‘は ， ∫番 目の 学校

教育の 量 （序列）を 示す。
S」 は ， ブ番 目の 職業的地 位の 報酬の 量 （序列）を示 す 。 こ

の よ うに 両方の尺度 とも順序尺度 で あ り， 各 々 ei＞ ei＋ 1 お よび Sj＞Sti＋ 1 とす る 。

　 ガ番 目の 教育水準に ある人 々 の 数を ai とし，ノ番 目の職業的地位水準に ある人 々 の

数を あ とす る 。
ai と あ の い ずれ も非負で あ る。 （a ・

……am ） と （ろ、
……b

。）は ， 周辺

度数で あ り， 配分の 制約条件 とよぶ 。 全 体の 人数は 1＞人 とす る。 ゴ番 目の 教育水 準に

ある 人 々 で ， 」番 目の 職業的地位水準に 配分 され た 人数を ，
a ・i」 とす る 。 い うまで も

な く， 次式が成立す る 。

　（1） Σ　t，ゴ
ニ α‘　 　 ai＞ 0 σ＝ 1

，

……
， 切

　 　 　 i‘1

　 　 　 m

　（2） EI］　Xti ＝ bi　　　 bゴ＞ 0 （∫＝ 1，……，　 n ）
　 　 　 丿＝L

　 メ リ トク ラ シ
ーの 配分原理 は ， 次 の よ うに 定式化 され る 。 す な わち ， 「よ り高い教

育を達成 した人 々 は ，あ ま り教育を達成 しなか っ た 人 々 よ りも， よ り低 い 職業的地位

に 就 くこ とは ない 」 とい うもの で ある 。
こ の 原理 は ， また 「一定水準の 教育を達成 し

た人 々 は ，
よ り低い 水準の 教育しか 達成して い ない 人々 よ りも， 同じか もし くは よ り

高い 水準 の 職業的地位に 就 くは ずで ある」 と も言い か え る こ とが で ぎる 。

　 メ リ ト ク ラ テ ィ ッ ク な配分は ， 観測された 配分の 周 辺度数 at と あ を もとに 求め ら

れ る度数分布で あ り， そ れ を 4σ と し よ う。 晦 の 値 は ， 前述 した （1）と（2）の 制約条件

を みた さなけれ ぽな らな い 。 メ リ ト ク ラ シ ーの 原理 は ， 次の よ うに 表現 され る。

　（3）　dcav＞O，　dre＞0　（u ，　r ＝ 1，　2，　・・一・・
，　m ）　（v ，　t ＝ 1，　2，　・・・…　，　n）

　 （4） eu ＞er は ，
　 Sv≧ St を含ん で い る。

　di
」 の 値は

， 所与の 周辺度数 と形式的 な常数項 di
，o ＝ do

，ゴ
＝ 0 を用 い る こ とに よ っ て

決定す る こ とが で きる 。 すなわ ち ，

　 　 　 　 　 　 　 　 　 e− 1　　　　　　　　 i− 1

　（5） dw ＝ min （ai 一Σ dik
，

うゴ
ーΣ 婦 ）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 舟＝D　　　　　　　　 党＝o

　　　　　　　　　（i二 1
，　2 ，　・・・…　）　m ； ブ＝ 1

，　2 ，　・・一…　7　n）

　 メ リ ト ク ラ テ ィ ッ ク な配分に 対 して
， 準拠 を与え る の は ， 無作為な配分で あ り， こ

れ は ， 観測 され た分布を もとに 容易に 求 め られ る 。 無作為な配分 ri」 は ， ψ ノN に よ

っ て 求め られ ， 周知 の 統計的独立 性の テ ス トの 式 と同 じ で あ る 。 した が っ て ， 問題

は
， 観測 された マ ト リ ヅ ク ス X が

，
メ リ ト ク ラ テ ィ ッ ク な酎分 マ ト リ ッ ク ス M と無作

為 な配分 マ トリ ッ ク ス R か ら， どの くらい 離れ て い るか ， とい うこ とで あ る 。

　そ こ で まず教育水準と職業的地 位の 水準に よ っ て 分類された所与 の 観測 され た分布

y ＝ （yi」）を分析す る こ とか ら始 め る 。 観 測 さ れた 分布 y か ら ，
メ リ ト ク ラ テ ィ ヅ ク

な配分 マ ト リ ッ ク ス M と無作為な配分 マ トリ ッ クに 転換す るた め に は ， 誰か が地 位を

変 えな けれ ばな らない 。 そ の た め に ， 各人 の 數 育水準を ，

一
定 として ， 所与 の 教 育水

準 の 内で 職業的地位を変化 させ る こ とに す る 。 こ の よ うに して 移動 しなけれ ば な らな
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い 最小の 人数は ， 次 の よ うに 定式化 され る 。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 m 　 　 n

（6） d （X ・Y ）＝ 1／2渇渇隔 一
ツ訓

　 こ の 式は ， 前述 した非類似指数 と同 じで あ る 。 した が っ て 観測 され た 分布 y が ， 無

作為な配分 マ ト リ ッ ク ス R よ りも ，
メ リ トク ラ テ ィ ッ ク な配分M に よ り近似 して い る

な らば ，
d （Y ，　M ）＜ d（y ，

R）とな るは ずで あ る 。 こ の 不 等式は ， 移動 し なけれ ば な ら

ない 人 々 の 最小の 数を示 す こ とに よ っ て ， 両方の 配分 マ トリ ッ ク ス の 距離に よ っ て 説

明 される 。

　表 3 は ， 1955年か ら，
65年 ， 75年 ， 85年 とい ずれ も SSM 調査 の デ ータ を分析 した

結果を示 して い る 。 A は ， 職業的地位を 4 カ テ ゴ リーに ま とめ た場 合 の 結果で あ り，

B は ，職業的地 位 を 8 カ テ ゴ リーに 分類 した 場 合の 結果 で あ る 。

　こ の 結果か らみ る と ， 観測 され た分布 Y は ，
メ リ ト ク ラ テ ィ ッ ク な配分 （M ）よ り

も， 無作為な配分 （R ）に よ り近似して お り，
か つ 1955年か ら1985年の 30年間に わた

っ て ， きわ め て 安定 して い る こ とが わか る 。 す なわ ち，
d （Y ，

M ）＞ d（y ，
R ）で あ っ

て ， 教育 とい う側面か らみ るか ぎ り， 目本社会を メ リ トクラ シ ーの社会 と結論づ け る

こ とは で きない 。 また産業化に よ っ て ， メ リ トク ラ シ ーの 原理が ， 次第に 優位 し て い

くとい う趨勢 もみ られない 。 実際に 観測 され た分布 Y が ， 無作為な配分 R に よ り近 い

こ とは ， それだけ学歴に とらわ れない 平等な社会 とも，み る こ とがで きるだ ろ う。

表 3　 メ リ ト ク ラ テ ィ ッ ク な配分 と無作為 な配分の 比率

A

B

1955196519751985

1955196519751985

・ リ ト ク ラ テ ・ ・ ク な酬

0．3750

．3590

．3600

．306

0．3810

．3730

．4240

．442

無作為な配分

0．2200

．2300

．2120

．219

0．2250

，2350

．2230

．227

（注）A ： 教育 5 カ テ ゴ リ
ー　 1 大学

・
大学院 ，

2．短大 ・高専 ，
3．高校 ，

　　　　 4．中学校，
5．小学校

　　　　 職 業 4 カ テ ゴ リ ー　 1．専門
・管理 的職 業， 2．事務 ・販売的職

　　　　 業 ， 3．熟練 ・半熟練 ・非熟練 ， 4．農業

　　 B ： 教育 カ テ ゴ リーは 同上 ， 職業 8 カ テ ゴ リー　1．専門的職業，

　　　　 2。管理 的職業 ，
3．事務的職業 ，

4．販 売的職 業，
5．熟練的職業 ，

　　　　 6．半熟練的職業 ， 7．非熟練的職業 ， 8．農林業
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6．　 結　論

　以上 の分析に お い て ， 本稿で は ， まず 日本社会が 1970年初頭に すで に 大 きな転換期

を迎 え， 階層構造や教育に お い て も，
こ の 変化の 影響を受け て い るとい う仮定をた て

た 。 そ して こ の 仮定の 下 で，階層構造 の 変動に 関す る富永命題 と今田 命題を ，
1985年

の SSM 調査 データ を含め て
，
1955年 ，

65年，
75年の 4 時点の 比較分析を した 。

　 そ の 際に ， 富永 と今田 の い ずれ もが 用い て い る安 田指数の 欠点を 明 らか に し ， それ

に 代わ る新 しい 修正安田指数を提案 した 。

　修正 安田指数を用 い た階層構造の 変化に 関す る分析で は ， 富永 の 産業化 と階層構造

の 開放性に 関する趨勢命題が 妥当 し て い ない こ とが知られ た 。

　 さ らに 今田の 先駆的な分析で あ っ た世代間 の 学歴移動に つ い て も， 全体 とし て さほ

ど開放性 は 高 くな く， か つ 1955年か ら65年に か けて は ， 開放性の 上昇がみ られた もの

の ，
65年か ら75年に 向けて 低下 し ，

85年 もほ ぼ 同 じ水準に 低迷 し て い る こ とが知 られ

た 。

　そ こ で 最後に
， 日本が 本当に 学歴社会 もし くは メ リ ト ク ラ シ ーの 社会で あ るか を検

討 した 結果 ， 教育 メ リ ト ク ラ シ
ーの 側面に 関する か ぎり， どち らか とい えぽ メ リ ト ク

ラ テ ィ ッ ク な配分 よ りも無作為な配分 の モ デル に よ り近 似 して い る こ とが 発 見 さ れ

た 。

　以上 の 分析か ら， わ れわ れは ， 日本 の階層構造 と教育が ， 開放性が 高 くな り， よ り

機会均等に な っ て ， 平等社会に 向けて確固 と した趨勢がある とい うこ とは で きず ，
い

ぜ ん とし て不 平等 な社会で あ る とい え よ う。

〈 注〉

（1） 1985年に 実施 され た 「第 4 回社会階層 と社会移動全 国調査」に つ い て は ， 現在詳

　細な報告書が作成中で あ り， こ こ で 触れる こ とは 適切 で ない 。 た だ，今回の調査は ，

　20歳か ら 69 歳の 男性を対 象とす る 調査 とし てA 調査 とB 調査が実施 され る と とも

　に ， 同 じ く20 歳か ら 69 歳 の 女性を対象と した調査が 実施さ れた こ と， お よ び 本分

　析で は ，
A 調査 と B 調査 を合わせ た統合 デー タを使用 したが ， 粗デ ータ は

一
切発表

　 しない こ ととし た こ とに 留意 され た い 。 以下 の各 テ
ー

マ に つ い て ， 各 々 の 研究分担

　者に よ っ て ， よ り詳細な分析が発表 され るの で
， そ れ らを期待 して い た だ きたい 。

〔2） ソ ベ ル の 提起 した問題に つ い て ，
ス ロ ム チ ン ス キ

ー ＝ ク ラ ウゼ （ユ984）が強い 批

　判を行い ， 両者の 間で 論争が な された が ， それ が拡大 し ，

ハ ウザ ー ＝ ソ ベ ル 対 ス ロ

　 ム チ ン ス キ ー ＝ ク ラ ウ ゼ
， 直井 ＝ ス 卩 ム チ ン ス キ ーが こ の 論争に 入 りこ む こ とに な

　 っ た 。 目本で は ， 鹿又 （1985）， 三隅 （1986）， お よび盛 山 （1986）が ， よ り客観的

　な考察を行 っ て い る 。 小生 自身は ， 対数線形 モ デ ル の 社会移動表 へ の 適 用 に つ い

　て ， 強い 疑問を抱い て い る。

〔3） 1955年 ，
65年，75年の 3 時点の 安 田指数は ， 富永 （1979， 11頁）に 掲載 されて い

　るが ， 本分析で は ， 総標本数を 1
，
000人に 標準化 し て い るた め ， 若干 の 丸 め誤差が

　 生 じて い る 。
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